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１ 総則 

 

１．１ 背景 

 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、大規模地震に加え津波の発生に

より、これまでの災害をはるかに超えた災害が広範囲に発生した。これを受けて国では、

東日本大震災をはじめ近年各地で発生した大雨、台風等の被害への対応から得た知識を

踏まえた上で、平成２６年３月、「災害廃棄物対策指針」（環境省）を策定した。 

 

愛媛県では南海トラフ大地震に備え、平成２５年１２月に被害軽減に向けた予防対策

や、早期の復旧・復興に向けた具体的な対策を検討するための基礎資料となる「愛媛県

地震被害想定調査」を行い、平成２７年度に「愛媛県地域防災計画」を策定した。特に、

廃棄物については、災害時において大量に発生する、災害廃棄物を迅速かつ適正に処理

し、生活環境の保全、住民生活の確保を図るものとしている。 

 

 

 

１．２ 目的 

 

 本計画の目的は、以下のとおりである。 

 

  ○ 南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害が発生した場合における災害

廃棄物を復旧・復興の妨げとならないよう、適正かつ迅速に処理する。 

 

  ○ 災害発生後の災害廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にとどめ、町民の生活

環境の保全と円滑な復旧・復興を推進する。 

 

 

  



2 

 

１．３ 基本的事項 

 

１．３．１ 計画の位置付け 

 

 本計画は、国の「災害廃棄物対策指針」に基づき、「愛媛県地域防災計画」及び「愛

媛県地震災害想定調査」並びに「鬼北町地域防災計画」等の内容を踏まえて策定する。 

 

 災害廃棄物対策に係る「鬼北町災害廃棄物処理計画」の位置付けを以下に示す。 

 

図１．１ 計画の位置付け 

 

 災害対策基本法（平成２７年９月最終改正） 

大規模地震対策特別措置法（平成２７年６月最終改正） 

 

          

  防災基本計画（平成２７年７月）   

          

   環境省防災業務計画（平成２５年９月）    

          

   災害廃棄物対策指針（平成２６年３月）    

          

          

愛媛県         鬼北町 

          

愛媛県地域防災計画（平成２７年度）   鬼北町災害防災計画（平成２７年２月） 

          

愛媛県地震被害想定調査（平成２５年１２月）      

          

 愛媛県災害廃棄物処理計画      

          

   市町計画ガイドライン  鬼北町災害廃棄物処理計画 

          

          

          

 愛媛県災害廃棄物処理実行計画 

（市町の事務委託を受け作成） 

 鬼北町災害廃棄物処理実行計画 

（被害状況に基づき具体的に作成）   

          

  

～災害発生後～ 
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１．３．２ 計画の基本的な考え方 

 

 本計画の基本的な考え方は、以下のとおりである。 

 

 ○ 鬼北町災害廃棄物処理実行計画策定のための考え方と、実施すべき事項等につい

て整理する。 

 ○ 災害廃棄物処理に関する地域特性を把握し、実効性の高い計画を策定する。 

 ○ 国の「災害廃棄物対策指針」を基本とする検討項目について、「愛媛県地域防災

計画」及び「愛媛県地震被害想定調査」等を踏まえた内容とする。 

 ○ 国や愛媛県等の防災対策や廃棄物処理計画については、継続的な見直しや、改善

が行われていることから、本計画をより実効性の高いものにするため、必要に応

じて随時見直しを行う。 

 

(1) 計画の内容 

 本計画の主な内容は、以下のとおりである。（図 １．２参照） 

  ○ 本計画では、行動計画として平常時（災害予防）、応急対応時、復旧・復興時

の段階別に、処理計画事項を定める。 

 ○ 発災後の時期区分については、災害規模や内容によって異なるが、初動期は発

災から数日間とし、それ以降の応急対応は３か月程度、復旧・復興はその目標

期間である３年程度を目安とする。（表 １．１参照） 

  ○ 災害廃棄物処理の実施方法については、組織体制・指揮命令系統や管理体制を

含め、処理手順や技術的事項について策定する。 

 ○ 本計画は、定期的な訓練や演習を通じて実効性がある計画に改善できるよう、

計画見直しの考え方を示す。 

 

(2) 対象とする災害 

  本計画で対象とする災害は、地震災害、水害及びその他自然災害とする。 

 

(3) 災害の規模 

 本計画で想定する災害の規模は、「災害廃棄物対策指針」及び「愛媛県地域防災計画」

を踏まえ、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの地震である南海トラフ巨大

地震とする。（表 １．２参照） 
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図１．２ 災害廃棄物処理計画の内容 

                  

      鬼 北 町      環 境 省  

                  

    鬼北町災害廃棄物処理計画    災害廃棄物 

対策指針 

 

               

 
訓
練
等
を
通
じ
改
善 

     平常時        

   行動計画 応急対応時        

      復旧・復興時        

                 

      組織体制・指揮命令系統        

   実施方法 管理体制        

       処理手順・技術面        

                  

経
験
等
を
踏
ま
え
改
善 

                 

     発災          

                 

   鬼北町災害廃棄物処理実行計画    災害廃棄物 

処理指針 

（マスタープラン） 

 

              

   実  施         

                 

   評  価  改  善        

                  

                  

 

 

表１．１ 発災後の時期区分と特徴 

時期区分 時期区分の特徴 時間の目安 

初動期 
人命救助が優先される時期 

⇒ 体制整備、被害状況の確認、必要資機材の確保等を行う 
発生後数日間 

応急対応 

（前半） 

避難所生活が本格化する時期 

⇒ 主に優先的な処理が必要な災害廃棄物を処理する時期 
～３週間程度 

応急対応 

（後半） 

人や物の流れが回復する時期 

⇒ 災害廃棄物の本格的な処理に向けた準備を行う時期 
～３ヵ月程度 

復旧・復興 

避難所生活が終了する時期 

⇒ 一般廃棄物処理の通常業務が進み、災害廃棄物の本格的

な処理の期間 

～３年程度 
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表１．２ 鬼北町における想定地震最大震度 

想定地震 県内最大震度 鬼北町最大震度 

①  南海トラフ巨大地震（陸側ケース） ７ ７ 

② 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震 ６強 ５強 

③ 讃岐山脈南緑－石鎚山脈北緑東部の地震 ７ ４ 

④ 石鎚山脈北緑の地震 ７ ４ 

⑤ 石鎚山脈北緑西部－伊予灘の地震 ７ ５弱 

   ※地震、最大震度の出典：愛媛県地震被害想定調査報告書 平成 25 年 12 月 

               鬼北町地域防災計画 平成 27 年 2 月 P9 

 

(4) 対象とする災害廃棄物 

  災害廃棄物とは地震災害、水害及びその他の自然災害によって一時的かつ大量に発

生する廃棄物をいう。 

 想定する廃棄物については、表１．３及び表１．４のとおり例示する。 

 なお、放射性物質及びこれによって汚染された廃棄物は、本計画の対象としない。 

 

表１．３ 災害によって発生する廃棄物 

種  類 備  考 

不燃性混合物 分別困難な細かなコンクリートや木くず、プラスチック、ガラス、土砂等 

可燃性混合物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等 

木質系廃棄物（木くず） 家屋の柱材、角材、家具、流木、倒壊した自然木 

コンクリートがら コンクリート片やブロック、アスファルトくず等 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材等の金属片 

廃家電 注） 被災家屋から排出されるテレビ、洗濯機、エアコン等の家電類で、被災によ

り使用できなくなったもの 

廃自動車 注） 被災により使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転車 

思い出の品 写真、賞状、位牌、貴重品等 

その他  腐敗性廃棄物 畳、被災冷蔵庫等から排出される水産物・食品、飼料工場等から発生する

原料・製品等 

 有害物 石綿含有廃棄物、PCB、感染性廃棄物、化学物質、有機塩素化合物等 

 危険物 消火器、ボンベ類等 

 その他 石膏ボード、タイヤ等 

      注） リサイクル可能なものは各リサイクル法に基づき処理を行う。 
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表１．４ 被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物 

種  類 備  考 

生活ごみ 被災により家庭から排出される生活ごみや粗大ごみ 

避難所ごみ 避難所から排出される生活ごみ、使用済簡易トイレ等 

仮設トイレのし尿 避難所等から排出される汲み取りし尿 

   注）平常時に排出される生活に係るごみは対象外とする。 

 

 

１．３．３ 処理主体 

 

(1) 町の役割 

 災害廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第４条第１項の規定により、一般廃棄物に区分されることから、第一義的には町が処

理の責任を負う。 

 

【大規模災害時の基本方針】 

・ 町内で発生する（災害廃棄物以外）ごみやし尿といった一般廃棄物については可能

な限り平常時の方法により処理を行う。 

・ 平時に策定した「鬼北町災害廃棄物処理計画」を踏まえつつ、仮置場の設置や災害

廃棄物の処理について具体的な処理方法等を定めた「鬼北町災害廃棄物処理実行計画」

を作成する。その際「愛媛県災害廃棄物処理実行計画」との整合性に留意する。 

・ 被害状況や災害廃棄物発生状況等を継続的に把握しつつ、県と緊密に連携し、災害

廃棄物の円滑かつ迅速な処理に積極的に取り組む。 

・ 仮置場や仮設処理施設用地の選定、既存処理施設における災害廃棄物の受入（広域

処理含む。）に係る町民との調整において、中心的な役割を担う。 

● 他市町への「支援」 

・ 被災しなかった又は被災の程度が軽度であった場合、被災市町からの要請に応じた

広域的な処理の受入を行うために町民との調整等について主体的に取り組む。 

● 他市町等からの「支援」 

・ 大規模災害時に、他市町等から災害廃棄物処理に係る支援を受ける場合には、それ

らの市町や応援要員等との連絡調整や情報共有等に係る受入体制を確立する。 

 

(2）県の役割 

 被災の状況によって市町単独での処理が困難な場合、県は市町や協力機関等への情

報提供や連絡調整に加え、地方自治法に基づく事務委託を受けて災害廃棄物を処理す

る場合がある。 

 また、市町が独自に処理する場合も含め、県全体の調整については県が関与してい

く。 
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２ 平常時（災害予防） 

 

２．１ 組織体制・指揮命令系統 

 

(1) 災害対策本部 

 鬼北町の災害対策本部組織図を以下に示す。 

 町内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、町長は災害対策基本法に基

づき、災害応急対策を行うための災害対策本部を設置する。 

 災害対策本部は、災害情報の収集、災害対策の実施方針の作成とその実施、関係機

関の連絡調整を図る。 

 

鬼北町災害対策本部組織図 

本部長 副本部長 本  部  員 

町   長 副 町 長 

教 育 長 

総 務 部 総務財政課長・企画振興課長・議会事務局長  

・日吉支所長・会計管理者 

  衛 生 部 環境保全課長 

  保健福祉部 保健介護課長・町民生活課長 

  建 設 部 水道兼建設課長・建設課主幹 

  農 林 部 農林課長 

  教 育 部 教育課長 

 

 

(2) 災害廃棄物担当組織 

 災害廃棄物処理の主な実施機関は、環境保全課である。 

 環境保全課は発災後に必要な情報を収集・整理し、災害廃棄物処理計画を基に「災

害廃棄物処理実行計画（以後「実行計画」という。）を策定する。総務財政課（危機管

理担当課）等他部署と連携、適宜、実行計画の見直し等を図りながら、適切な災害廃

棄物処理を、３年を目途に適切に行うものとする。 

  災害廃棄物処理にあたっては、環境保全課は本計画内容に沿った組織体制を考慮し、

状況に応じた組織体制を構築し、業務を遂行するものとする。 
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表２・１ 災害廃棄物処理における主要な業務内容 

担当業務 業務内容 担当部署 

総 務 担 当 
総合調整 

 本部・関係部署との調整 

 愛媛県・近隣市町、他部署との連絡体制の構築 

 職員適正配置及び職員の参加状況の把握 

 その他、庶務 

総務財政課 

町民広報  町民への広報・マスコミ対応 総務財政課 

廃棄物処理 

担 当 

処理計画 

 災害廃棄物発生量の把握 

 がれき発生量の把握 

 収集運搬車両・処理施設能力の算定及び手配 

 その他発災時の廃棄物処理に必要な内容 

 仮置場等の必要箇所・面積の算定及び手配 

環境保全課 

がれき処理 

 がれき撤去の指示 

 倒壊家屋の解体撤去 

 処理時における分別等の指導 

 有害廃棄物の適切な取扱い 

環境保全課 

建設課 

ごみ・し尿処理 

 ごみ収集運搬の管理 

 し尿収集運搬・処理の管理 

 民間事業者との協力に関する協定 

 ごみ・し尿処理施設及び関連施設の復旧・保守管理 

 仮設トイレの設置及び維持管理 

 その他発災時のし尿処理に必要な内容 

環境保全課 

仮置場等 
 仮置場の設置及び運営管理 

 適正処理困難物・有害廃棄物管理 
環境保全課 

 

 

 

２．２ 情報収集・連絡 

 

 災害予防時には、災害廃棄物を適正かつ迅速に処理するため、職員に対する情報連絡

体制の充実強化、関係行政機関、近隣市町及び関係一部事務組合、民間事業者団体等と

の緊密な防災情報連絡体制の確保、並びに情報の種類・内容や優先順位、収集・連絡体

制の明確化を図る。 

 また、応急対応時には災害が発生した直後から廃棄物処理施設の被害状況、災害廃棄

物の発生量等についての情報収集を行う。 
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２．２．１ 把握する情報 

 

 町が把握するべき情報は、被災状況、収集運搬体制に関する情報及び災害廃棄物発生

量を推計するための情報とする。（図 ２．１参照） 

 収集すべき情報は、時間経過とともに更新されるため定期的な情報収集を行う。 

 

 図 ２．１ 把握する情報 

区分 情報収集項目 目  的 

ライフラインの被害状況 

 水道施設・集落排水施設等 

地域内の停電状況 

施設被害状況 

断水状況及び復旧の見通し 

インフラの状況把握 

生活ゴミ・し尿の発生量の把握 

 

避難所及び避難者状況 避難所名・避難者数 

仮設トイレ等の状況 

トイレ不足の把握 

生活ゴミ・し尿の発生量の把握 

建物等の被害状況 全壊・半壊棟数 要処理廃棄物量及び種類等の把握 

道路・橋梁等の被害状況 被害状況と開通見通し 廃棄物収集運搬体制への影響把握 

仮置場搬入ルートの把握 

廃棄物処理施設等の被害状況 被害状況と再稼働の見通し 災害廃棄物処理状況の把握 

有害廃棄物の状況 種類とは発生量 保管状況の把握 

   

 

 

 

２．２．２ 状況把握の方法 

 

 発災時の被災状況把握のため、「鬼北町地域防災計画」に基づき、愛媛県防災通信シ

ステムや衛星携帯電話、鬼北町防災行政無線等を積極的に活用する。 

 また、連携機関との連絡を相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルートの多重

化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化等、体制の確立に努める。 

 

 表 ２．３ 状況把握・情報伝達の方法 

区  分 内    容 

愛媛県防災通信システム 主として県との情報伝達 

鬼北町防災行政無線 主として町内の情報伝達 

自主防災組織を通じての連絡 主として地域内の情報伝達 

ＩＰ告知端末・広報車等の活動 主として、県や町からの緊急・重要な連絡事項等の情報伝達 

報道機関への協力要請 広範囲に住民伝達する場合、テレビ・ラジオ等を活用 
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２．３ 協力支援体制の整備等 

 

２．３．１ 自衛隊・警察・消防との連携 

 

 発災初動期における迅速な人命救助のため、道路上の災害廃棄物の撤去等に係る自衛

隊や警察、消防との連携方法等について検討する。 

 自衛隊・警察・消防との連携に当たっては、人命救助やライフライン確保のため災害

廃棄物の撤去対策、思い出の品の保管対策、貴重品等の搬送・保管対策、不法投棄の防

止対策、二次災害の防止対策に留意する。 

 

 

２．３．２ 県の支援 

 

 県は、大規模災害に備え、県内外を含む広域的な相互協力体制の整備に努める。 

 鬼北町処理計画の内容を把握し、各市町との相互調整や整合性のとれた県処理計画を

作成するとともに、市町への支援内容や組織体制（支援体制、連絡窓口、被害情報の収

集方法等）を検討する。 

 県内５ブロック内における市町の相互協力の促進やブロック間での協議の活性化に

向けた協議会等の設置・運営についての助言を行う。 

 市町への協力・支援に当たっては、国の災害廃棄物処理支援ネットワーク

（D.Waste-Net）等を活用し、災害廃棄物処理の実務経験者や専門的な処理技術に関す

る知識・経験を有する者を平常時からリストアップし継続的に更新するとともに市町へ

の情報提供を行う。 

 発災初動期に被害情報収集のために職員を被災市町へ派遣することを想定し、職員の

派遣期間及び交代人員について検討しておく。 

 

 

２．３．３ 市町の支援 

 

 被災時における外部との協力体制は、広域的な相互協力を視野に入れた体制とする。 

 平時から、県、自衛隊や警察、消防、周辺の市町、一般廃棄物事業者団体及び廃棄物

関係団体等と調整し、災害時の連絡体制・相互協力体制の構築、災害支援協定の締結を

図る。 

 また、単独での災害廃棄物処理が困難な場合には、広域応援及び災害廃棄物関係支援

協定に基づき、県に具体的な協力要請を行う。その場合には県に被災状況を報告すると

ともに、県から情報収集、指導・助言を受けながら、災害廃棄物処理を進める。 
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 広域体制に係る平常時の役割 

項  目 役  割 

廃棄物処理施設の耐震・防災対策  対策実施・運転 

 操作マニュアルや設備保守点検マニュアル 

災害廃棄物処理計画  町計画・マニュアル策定 

 町内の資機材・施設情報の収集 

都道府県間の相互協力体制  都道府県との連絡体制整備 

市町村間の相互協力体制  周辺市町との協議・協定締結 

 周辺市町の連絡先の把握 

 周辺市町との情報共有 

廃棄物関係団体との協力体制  委託・許可業者、廃棄物関係団体との協議・協定締結 

 担当者の連絡体制の把握 

 支援可能な資機材・施設の調査・把握 

関連部局との連携体制  防災部局等との調整 

国との連絡体制  環境省・地方環境事務所担当者の連絡先の把握 

災害廃棄物対策に関する会議  県内市町との協議会への参加 

 

 

 

２．３．４ 職員への教育訓練 

 

 処理計画の記載内容について、平常時から職員に周知するとともに、災害時に処理計

画が有効活用されるよう職員教育訓練を継続的に行う。 

 また、県・市町・関係団体等が参加して情報交換等を行う連絡会、災害廃棄物や産業

廃棄物処理技術に関する研修会等への参加等により、人材の育成を図る。 

 さらに、処理計画の内容が適切に運用・実施されるよう、発災時を想定した訓練を行

い、課題の抽出と改善策を検討し、処理計画へ適宜反映する。 

 

 災害時の廃棄物処理に必要な役割別の業務と、その業務の遂行に必要な能力について

整理し以下に示す。 

 過去に経験した災害の記録や環境省等が公表している資料を用いて、職員に教育・

訓練を行う。 

 災害廃棄物処理計画の計画内容を職員へ周知する。 

 状況を想定して行う頭上訓練や防災訓練に災害廃棄物の視点を組み込む等、教育訓

練を工夫して実施する。 

 研修等に参加した個人が得た問題意識、知識、ノウハウを活用する。 

 行政職員の人事異動に対応するため、異動したらゼロになるのではなく異動前に関

連資料を残す。また異動しても活躍できるように、事前調整を図る。 
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２．４ 一般廃棄物処理施設 

 

２．４．１ 一般廃棄物処理施設の災害対策 

 本町の一般廃棄物処理は、宇和島地区広域事務組合施設により処理を行っている。し

たがって、宇和島地区広域事務組合の宇和島地区広域循環型社会形成推進地域計画を参

照する。 

なお、該当処理施設を以下に示す。 

施設名 供用開始年度 規模 災害対策計画 所管 

宇和島地区広域事務

組合環境センター 
平成２９年度 

・熱回収施設 １２０ｔ/日 

（60ｔ/24ｈ×2 炉） 

・ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ ２０ｔ/日（5ｈ） 

必要な資機材の確保 
宇和島地区 

広域事務組

合 
宇和島地区広域事務

組合汚泥再生処理セ

ンター 

平成２７年度 

２２０ｋL/日 

し尿      １３０ｋL/日 

浄化槽汚泥  ９０ｋL/日 

必要な資機材の確保 

清水最終処分場 

 
昭和４８年度 

埋立物：不燃残渣 

埋立面積：９，１８０㎡ 

埋立容積：５６，０００㎥ 

現在受入れ中止。閉

鎖に向けて事務を進

めている。 

鬼北町 

宇和島市一般廃棄物

最終処分場 
※宇和島地区

広域事務組合

環境センター

供用開始後か

ら受入れ 

埋立物：焼却不燃 

埋立面積：２１，０００㎡ 

埋立容積：１３２，０００㎥ 

３施設は、１市３町で

の通常ごみの最終処

分場として宇和島市と

愛南町にある施設を

利用。災害時の当町

災害ごみの受入れ

は、鬼北町独自での

最終処分場の選定が

必要である。 

宇和島市 

環境衛生センター最

終処分場 

埋立物：不燃残渣・焼却不燃 

埋立面積：９，７００㎡ 

埋立容積：５５，０００㎥ 愛南町 

 

鬼北町新田地区農業集落

排水処理施設 

鬼北町西部地区農業集落

排水処理施設 

鬼北町清水地区農業集落

排水処理施設 

鬼北町奈良地区農業集落

排水処理施設 

鬼北町幸田地区農業集落

排水処理施設 

鬼北町川口地区農業集落

排水処理施設 

平成４年度 

 

平成１３年度 

 

平成 15 年度 

 

平成 18 年度 

 

平成 19 年度 

 

平成 19 年度 

 

処理計画量 １５０人 

 

処理計画量 ７２０人 

 

処理計画量 ７９０人 

 

処理計画量 ６５０人 

 

処理計画量 １，７３０人 

 

処理計画量 １１０人 

必要な資機材の確保 鬼北町 
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 廃棄物収集運搬車両の事前避難 

● 収集運搬車両駐車場の被害を想定し、浸水被害・土砂災害が予測される場合は事前

に収集運搬車両の移動を行う。 

● 委託業者に対し、災害時の人員計画、連絡体制、復旧対策も含めた災害対応マニュ

アルの整備を求める。 

車体の形状 町所有台数 委託業者所有台数 台数合計 

塵芥車 ３台 ３台 ６台 

ダンプ １台 ０台 １台 

台数合計 ４台 ３台 ７台 

 

 

２．４．２ 一般廃棄物処理施設の事業継続計画 

 

 事業継続計画（BCP）とは、ヒト、モノ、情報及びライフライン等利用できる資源に

制約がある状況下において、応急事業及び継続性の高い通常事業（以下「非常時優先事

業」という。）を特定するとともに、非常時優先事業の事業継続に必要な資源の確保・

配分や、そのための手続きの簡素化、指揮命令系統の明確化等について必要な措置を講

じることにより、大規模災害時にあっても、適切な事業執行を行うことを目的とした計

画である。 

 本町の廃棄物処理は宇和島地区広域事務組合の宇和島地区広域循環型社会形成推進

地域計画を参照する。 
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２．４．３ 仮設トイレ等し尿処理 

 

 被災の初期段階では、断水や避難者の集中によりトイレが不足することから、多くの

仮設トイレが必要になると想定され、仮設トイレの設置により、新たにし尿の収集運搬

が必要になると想定される。 

 そのため、仮設トイレの必要性を想定した上で地区別の配置計画を策定するとともに、

し尿収集運搬体制を構築する。 

 

● 仮設トイレの備蓄数は、避難所開設数と収容人数をもとに決定する。 

● 大規模災害に対処し得る備蓄を行うことは合理的でないため、広域的な備蓄体制を

確保する。 

● 仮設トイレを備蓄している建設事業者団体、レンタル事業者団体等と災害支援協定

を締結する。 

● 仮設トイレのし尿は、設置後翌日から回収が必要となるため、具体的に検討する。 

● 仮設トイレについては、和式・洋式があるが、生活習慣の変化を考慮し洋式トイレ

の比率を増やす。 

 

【仮設トイレ地区別配置計画】 

 鬼北町地域防災計画等に基づき、大規模災害発生時における避難場所、避難者数等を

整理し、地区別に必要な仮設トイレ配置方法を設置すれば、表２．４．３のとおりであ

る。備蓄で不足する分については、災害支援協定を含め広域的な確保に努める。 

 

表２．４．３ 地区別配置計画 

地区名 指定避難所数 

（ヶ所） 

避難者数 

（人） 

避難者割合 

（％） 

配置数 

（基） 

備考 

近永地区  ８ ２，２７０  ５７．６ ２５  

好藤地区  ３   ２７１   ６．９  ４  

愛治地区  ３   ３１２   ７．９  ５  

三島地区  ３   ３２９   ８．４  ５  

泉地区  ３   ３０３   ７．７  ５  

日吉地区  ６   ４５２  １１．５ １２  

計 ２６ ３，９３７ １００．０ ５６  

※鬼北町地域防災計画 資料編 P51 より避難所数・避難者数を抜粋。 

・ 当該施設避難者数１００人当たり１基を目途に配置する。 

・ 同一敷地内の施設については、避難者数を合算して算出する（例：小学校+体育館） 

・ 同一敷地内には原則として、男女別とするため、２基以上を配置する。 
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【し尿処理体制】 

 し尿の収集・運搬、処理等について、本町単独での対応が困難で、県や周辺市町、事

業者団体等からの支援が必要な場合が想定されるため、災害支援協定を締結するなどの

必要なし尿処理体制を構築する。 

 

 

 

２．４．４ 避難所ごみ 

 

 避難所で発生したごみは、仮置場に搬入せず既存の施設で処理を行う。 

 各避難所から排出される生活系廃棄物（表２．４．４参照）の保管・集積場所、収集

運搬方法等を検討する。 

 

表２．４．４ 避難所で発生する廃棄物 

種類 発生源 管理方法 

腐敗性廃棄物（生ごみ） 残飯等 

ハエ等の害虫の発生が懸念される。 

袋に入れて分別保管し、早急に処理。 

近隣農家等により堆肥化を検討。 

段ボール 食料の梱包等 
分別して保管。 

新聞・雑誌等も分別 

ビニール袋 

プラスチック類 
食料・水の容器包装等 袋に入れて分別保管 

し尿 仮設トイレ 

感染や臭気の発生が懸念される。 

ポリマーで固められた尿は衛生的な保管が可能だ

が、感染や臭気の面で可能な限り密閉管理する。 

感染性廃棄物 

（注射針、血の付着したガーゼ） 
医療行為 

保管のための専用容器の設置、管理が必要 

収集方法にかかる医療行為との調整が（回収・処理方

法）必要。 
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【避難所開設場所】 

 指定避難所ごとに「避難所運営マニュアル」を策定し一時的な保管場所を確保する。 

 

【ごみ発生見込み量】 

 南海トラフ巨大地震で想定した被害の場合の避難者数を基に、避難所ごみ発生見込み

量を推計すれば表２．４．４（２）のとおりである。 

 

【ごみ処理体制】 

 避難所ごみの収集・運搬、処理等について、本町単独での対応が困難で、県や周辺市

町、事業者団体等からの支援が必要な場合が想定されるため、災害支援協定を締結する

など必要な避難所ごみ処理体制を構築する。 

 

 

表２．４．４（２） 避難所ごみ発生見込み量の推計 

地区名 指定避難所数 

（ヶ所） 

避難者数 

（人） 

避難者割合 

（％） 

ごみ発生量 

（トン/日） 

備考 

近永地区  ８ ２，２７０  ５７．６ ２．０９  

好藤地区  ３   ２７１   ６．９ ０．２５  

愛治地区  ３   ３１２   ７．９ ０．２９  

三島地区  ３   ３２９   ８．４ ０．３０  

泉地区  ３   ３０３   ７．７ ０．２８  

日吉地区  ６   ４５２  １１．５ ０．４２  

計 ２６ ３，９３７ １００．０ ３．６３  

・ ごみ発生量は、愛媛県災害廃棄物処理計画（平成２８年４月）Ｐ２６ 表 2.12 避難所ごみ発生量 

                                              陸側ケース・宇和島ブロックより試算 

  避難者一人当たりゴミ発生量 ： 発災直後避難所ごみ発生量 40ｔ/日÷避難者数 43,554 人≒0.92 ㎏/人/日 
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２．５ 災害廃棄物処理 

 

２．５．１ 発生想定量と処理可能量 

 本町における災害廃棄物発生想定量は、表２．５．１（１）のとおりである。 

 発生想定量については、南海トラフ巨大地震を想定し、愛媛県災害廃棄物処理計画の

陸側ケースにより算出する。 

表２．５．１（１） 災害廃棄物（瓦礫）発生量 

被害想定 可燃物 

（万ｔ） 

不燃物 

（万ｔ） 

計 

（万ｔ） 

南海トラフ巨大地震 

（陸側ケース） 
８ ３５ ４３ 

 

参照 種類別災害廃棄物発生想定量（陸側ケース）                              単位：万ｔ 

可燃物 
不燃物 

合計 
不燃物 ｺﾝｸﾘｰﾄがら 金属くず 柱角注 小計 

８ ８ ２２ ３ ２ ３５ ４３ 

  ※愛媛県災害処理計画（平成２８年４月）資－９、表５．２より抜粋（端数調整あり） 

 

 

 災害廃棄物の種類別割合は「災害廃棄物対策指針」より、表２．５．１（２）のとお

りとする。 

 

表２．５．１（２） 災害廃棄物の組成の設定 

項目 
液状化 

揺れ 

火災 

木造 非木造 

可燃物 １８．０％  ０．１％  ０．１％ 

不燃物 １８．０％ ６５．０％ ２０．０％ 

コンクリートがら ５２．０％ ３１．０％ ７６．０％ 

金属くず  ６．６％  ４．０％  ４．０％ 

柱角材  ５．４％  ０．０％  ０．０％ 

    ※災害廃棄物対策指針 災害廃棄物等の発生量の推計【技 1-11-1-1】-1-災害廃棄物の種類別割

合の設定より抜粋 
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本町における既存施設での災害廃棄物の処理可能量は、表２．５．１（３）と表２．５．

１（４）のとおりである。 

表２．５．１（３） 既存ごみ焼却施設の処理可能量 施設名：宇和島地区広域事務組合環境センター 

施設名 

年間処理

量 

 

（ｔ/年度） 

 

稼働 

年数 

 

（年） 

 

処理 

能力 

 

（ｔ/日） 

年間処

理能力 

 

（ｔ/年） 

処理能力

に対する

余裕分の

割合（％） 

処理可能量（ｔ/年度） 

高位 

シナリオ 

中位 

シナリオ 

宇和島地

区広域事

務組合環

境センター 
33,722ｔ 1 年 

120ｔ 

(60ｔ/24ｈ*2 炉) 
36,000ｔ 6.3％ 

6,744ｔ 

（処理量

×20％） 

3,372ｔ 

（処理量

×10％） 

 ※年間処理量は、宇和島地区広域事務組合環境センターからの処理フロー図 全地区（平成 29 年 10

月から 3 月）資料により算出。フロー図数量（16,861ｔ（半年分）×２倍）で計算。 

 ※年間稼働日数は、日曜日(52 日）、年末年始の休日（4 日）を差引いた 300 日とする。 

表２．５．１（4） 既存最終処分場の処理可能量 

施設名 

埋立容 

（覆土含む） 

（㎥/年度） 

残土容量 

 

（㎥） 

残余年数 

 

（年） 

埋立処分可能量（㎥/年度） 

高位 

シナリオ 

中位 

シナリオ 

清水最終処分場 0 受入れ中止。閉鎖に向けて事務を進めている。 

宇和島市一般廃

棄物最終処分場 

1,940 ㎥ 63,826 ㎥ 33 年 
776 ㎥ 

（処理量×40％） 

388 ㎥ 

（処理量×20％） 
愛南町環境衛生

センター最終処

分場 

宇和島市、愛南町の２施設は、１市３町から搬出される不燃物・粗大ごみを宇和島地区広域事務組合環境

センターで処理された後の不燃物残渣の最終処分場である、災害ごみの不燃物混合ごみなどについては、各

市町が最終処分場を選定し埋立処理しなければならない。当町の最終処分場先の選定を含め、県との調整

のもち、広域的な処理処分、民間事業者への処理処分委託等についても検討しておく必要がある。 

 ※年間処理量は、宇和島地区広域事務組合環境センターからの処理フロー図 全地区（平成 29 年 10

月から 3 月）資料により算出。フロー図数（746ｔ（半年分）×２倍×1.3（0.3 は覆土分）で試算。

換算係数は、産業廃棄物管理票に関する報告書及び電子マニフェストの普及について（環境省通知）

の別添２表の換算係数を採用し１（ｔ/立米）として計算。 

 ※県からの最終処分場整備状況調査（平成 30 年 4 月 1 日現在）の数値を用いて計算 
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２．５．２ 処理方針 

 

 本町の処理方針は、以下のとおりとする。 

 

【処理期間】 

 本町の災害廃棄物発生量と処理可能量等を基に、東日本大震災の事例から３年を目標

とするが、処理の進捗状況や仮置場確保の状況等から、適宜、処理期間の見直しを行う。 

 

【処理費用】 

 災害廃棄物法に基づく災害等廃棄物処理事業費補助金等を活用する。 

 

【処理方法】 

 災害廃棄物の処理に当たっては、３Ｒの観点から、できるだけ一次仮置場、二次仮置

場においてリサイクルを進めて、焼却処理量、最終処分量を少なくすることを基本とす

る。 

 

２．５．３ 処理フロー 

 

 本町の災害廃棄物の処理方針、発生量・処理可能量等を踏まえ、県処理計画等を参考

にして、災害廃棄物の種類ごとに、分別、中間処理、最終処分・再資源化の方法とその

量を一連の流れで示した処理フローと概略工程を図２．５．３のとおりとする。 

 一次仮置場では、可能な限り分別集積し重機等による粗選別（粒度選別等）を主体と

して行う。二次仮置場においては、破砕、精選別（種類組成別の選別、異物・処理困難

物の除去等）、焼却等の処理を集中的に行う。 

 災害廃棄物の処理フローについては、平常時に策定しておき、発災後、被害状況等を

踏まえ機動的に見直しを行う。 

廃棄物処理の進捗や性状の変化などに応じ、災害応急対応時に策定した処理フローの

見直しを行う。また、処理処分先が決定次第、処理フローへ反映させるとともに、適宜、

処理見込量の見直しを行う。 
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図２．５．３ 基本処理フロー 

 

   

 

時間の目安 発災～３ヶ月 ３ヶ月～１年 １年～３年 ３年～ 

一次仮置場 約１８ヶ月    

二次仮置場  約２８ヶ月   

復興資材仮置場     

処理施設     

最終処分     
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２．５．４ 仮置場 

 

 本町の最大ケース（陸側ケース）の災害廃棄物発生想定量を考慮して、仮置場の必要

面積を算定すれば表２．５．４（１）のとおりである。 

 

表２．５．４（１） 仮置場必要面積 

仮置場 最大廃棄物発生量（万ｔ） 必要面積（ha） 

可燃物 不燃物 計 可燃物 不燃物 計 

一次仮置場 ８ ３５ ４３ ６．７ ８．１ １４．８ 

二次仮置場 ９ ２０ ２９ ６．４ ４．１ １０．５ 

 ※一次仮置場：愛媛県災害処理計画（平成 28 年 4 月）資-9・表 5.2、資-50・表 9.2 より抜粋 

 ※二次仮置場：     〃            資-45･表 8.12 の数値を基に算出 

 

 

 一次仮置場 

   可燃物：可燃混合物＋木くず   

   不燃物：不燃混合物＋コンクリートがら＋金属＋その他 

 

 二次仮置場 

   可燃物：可燃混合物＋木くず   

   不燃物：コンクリートがら＋金属＋その他 
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 鬼北町地域防災計画で選定した仮置場選定候補地は表２．５．４（２）のとおりであ

る。実施時の仮置場の確保と配置計画及び運用にあたっては、以下の点に留意する。 

● 二次災害のおそれがないこと 

● 災害廃棄物の効率的な搬入・搬出ルートが確保できること。 

● 周辺町民への理解及び周辺環境への影響が少ないこと。 

表２．５．４（２） 仮置場候補地 

仮置場候補地 所在地 敷地面積（㎡） 仮置可能面積（㎡） 地 区 名 

近永アルコール工場跡地 近永 1418-1 ２４，１２３．０４ １４，４００ 近永地区 

広見中学校グラウンド 永野市 1200 ２６，２４９．００ １５，７００ 近永地区 

広見中学校駐車場 永野市 1200  ２，６７７．００ １，６００ 近永地区 

好藤小学校グラウンド 内深田 805-1  ６，１３１．００  ３，６００ 好藤地区 

愛治小学校グラウンド 清水 351  ５，２７０．００  ３，１００ 愛治地区 

三島小学校グラウンド 延川 43  ７，４５５．００  ４，４００ 三島地区 

泉小学校グラウンド 岩谷 233-1  ５，８７０．００  ３，５００ 泉地区 

小倉コミュニティーセンター 小倉 865-1  ４，０００．００  ２，４００ 泉地区 

日吉中学校グラウンド 下鍵山 816  ５，０００．００  ３，０００ 日吉地区 

清水最終処分場 清水 1319  ９，１８０．００ ５，５００ 全地区 

計   ９５，９５５．０４ ５７，２００  

※仮置場候補地(清水最終処分場以外)は、鬼北町地域防災計画資料編Ｐ58 3-8-1 障害物の保管場所より抜粋 

※仮置可能面積は場内移動及び作業スペースを考慮し敷地面積の概ね６０％程度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  仮置場候補地位置図  
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２．５．５ 収集運搬 

 

 災害時において優先的に回収する災害廃棄物の種類、収集・運搬の方法やルート、必

要資材、連絡体制・方法について、広域的処理・処分における受入れも考慮し、平常時

に具体的に検討を行う。また、道路復旧状況や周辺の生活環境の状況、仮置場の位置を

踏まえ収集・運搬体制の見直しを行う。 

 

● 必要な設備機器 

 解体・撤去 油圧ショベル（カッター・フォーク・破砕機等のアタッチメント含む） 

       ブルドーザー・クレーン・タイヤショベル・ショベルローダー 

 破砕・選別  破砕機・クラッシャー・選別機 

 運搬     ダンプ車・平ボディ車・ユニック車・軽トラック・フォークリフト 

 その他    フレコンバッグ・投光器・施設内表示資材等  

● 優先的に回収すべき廃棄物 

   道路障害物・仮設トイレ等のし尿・有害廃棄物・危険物・腐敗性廃棄物 

● 収集期間や収集する廃棄物の種類、収集場所等について町民に広報した上で、収集

を開始する。 

● 被災者自身が直接仮置場に搬入する場合もあるため、仮置場に搬入する方法や分別

収集配置について各仮置場ごとに搬入受入計画を策定する。 

● 復旧状況や周辺の生活環境の状況、仮置場の位置を踏まえ、収集運搬方法の見直し

を行う。 

● 仮置場での分別作業等を軽減することを考慮する。 

● 自治会等の判断で設置した、勝手な仮置場が発生しないよう留意する。 

 

 災害廃棄物の運搬主体による違いの特徴 

 町による収集・仮置場への搬入 被災者による仮置場への搬入 

概要 
・ 町が収集運搬車両ごとに品目を定めて収集

し、仮置場に搬入する。 

・ 被災者が自ら調達した車両等を利用して仮

置場へ搬入し分別しながら荷卸しをする。 

特徴 

・ 被災者の負担を小さくできる。 

・ 仮置場の設置数を抑制できる。 

・ 収集段階で分別できる。 

・ 短期間に被災地から災害廃棄物を搬出でき

る。 

留意点 

・ 収集運搬員・作業員等を多く要する。 

・ 収集運搬計画を立てる必要がある。 

・ 確実な収集・分別を実施するための作業員

教育の必要がある。 

・ 収集運搬能力が不足すると、路上等に災害

廃棄物が溢れ交通に支障をきたすおそれが

ある。 

・ 搬入車両により渋滞を招くおそれがある。 

・ 被災者の利便性のため、地区単位の仮置場

が必要となる。 

・ 被災者の負担が大きくなる。 

・ 仮置場作業員が不足すると、分別の徹底が

困難となり、多量の混合廃棄物が発生するお

それがある。 
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２．５．６ 環境対策と環境モニタリング 

 

 環境モニタリングを行う項目は、廃棄物処理施設、廃棄物運搬経路や化学物質等の使

用・保管場所等を対象に、大気質、騒音・震動、土壌、臭気、水質等の環境モニタリン

グを行い、被災後の状況を確認し、情報提供を行う。 

 建物の解体現場及び災害廃棄物処理において考慮すべき環境影響と環境保全対策の

概要は、表２．５．６に示すとおりである。 

 

表２．５．６ 災害廃棄物への対応における環境影響と環境保全策 

影響項目 環境影響 環境保全対策 

大気質  解体・撤去、仮置場作業における粉じんの

飛散 

 石綿含有廃棄物（建材等）の保管・処理に

よる飛散 

 災害廃棄物保管による有害ガス、可燃性

ガスの発生 

 定期的な散水の実施 

 保管、選別、処理装置への屋根の設置 

 周囲への飛散防止ネットの設置 

 フレコンバッグへの保管 

 搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生

抑制 

 運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 

 収集時分別や目視による石綿分別の徹

底 

 作業環境、敷地境界での石綿の測定監視 

 仮置場の積み上げ高さ制限、危険物分別

による可燃性ガス発生や火災発生の抑制 

騒音・振動  撤去・解体等処理作業に伴う騒音・振動 

 仮置場への搬入、搬出車両の通行による

騒音振動 

 低騒音・低振動の機械、重機の使用 

 処理装置の周囲等に防音シートを設置す

る。 

土壌等  災害廃棄物から周辺土壌への有害物質

等の漏出 

 敷地内に遮水シートを敷設 

 ＰＣＢ等の有害廃棄物の分別保管 

臭気  災害廃棄物からの悪臭・腐敗性廃棄物の

優先的な処理 

 消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シートに

よる被覆等 

水質  災害廃棄物に含まれる汚染物質に降雨

等による公共水域への流出 

 敷地内に遮水シートを敷設 

 敷地内で発生する排水、雨水の処理、水

たまりの解消 

※災害廃棄物対策指針資料【技 1-14-7】環境対策、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、火災防止対策より抜粋 
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２．５．７ 仮設中間処理施設 

 

 災害廃棄物の発生量・処理可能量を踏まえ、災害廃棄物の減量化及び再生利用を目的

として、仮設焼却炉や破砕・選別機等の仮設中間処理施設を表２．５．７のとおり計画

する。 

【施設規模】 

 施設規模＝処理量÷稼働率※１（１８ヵ月）÷（２５日／月）×調整稼働率※２ 

 ※１：処理期間３年、実処理期間１８ヵ月、月２５日稼働 

 ※２：故障の修理、やむを得ない一時休止等のために考慮。 一般的な０．９６を使用。 

   「ごみ処理施設整備の計画・設計要領改訂版２００６（社団法人全国都市清掃会議、 

平成１８年６月９月）」から算出。 

表２．５．７ 仮設中間施設処理計画 

発生現場からの混合廃棄物：４３万ｔ（南海トラフ巨大地震陸側ケースの場合を想定） 

 施設 対処廃棄物 処理規模 

（ｔ/日） 

備考 

発生現場 

（430,000ｔ） 

粗選別 

（206,400ｔ） 

混合廃棄物＋木くず粗

選別搬入分 
440ｔ 

 

 コンクリート破砕 

（223,600ｔ） 

コンクリートがら 
477ｔ 

 

中間処理 破砕選別 

（129,000ｔ） 

 

粗選別－コンクリート選

別分－木くず選別分－

可燃物選別分 

275ｔ 

 

 焼却 

（77,400ｔ） 

破砕可燃物＋木くず分

別分 
165ｔ 

ストーカー炉又は

キルン炉 

 灰処理 

（22,446ｔ） 

主灰 
48ｔ 

造粒固形化 

 コンクリート破砕 

（223,600ｔ） 

コンクリートがら 
477ｔ 

 

 土壌 

（41,022ｔ） 

ふるい下土砂 
88ｔ 

 

 仮設焼却炉を設置する場合、設置場所の決定後は、県処理計画等を参考に環境影響評

価又は生活環境影響調査、都市計画決定、工事発注作業、設置工事等を進める（図２．

５．７参照） 

 東日本大震災においては、仮設焼却炉の本格稼働まで、約７ヵ月程度を要しており、

仮設焼却炉の導入については、既存施設である宇和島地区広域事務組合環境センターの

稼働状況及び近隣自治体の廃棄物の被災状況等を総合的に判断する。また設置に際して
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は周辺町民への環境上の影響を防ぐよう検討する。設置に当たっては、県処理計画等を

参考に制度を熟知した上で手続きの簡素化に努め、工期の短縮を図る。 

 

図２．５．７ 仮設焼却炉等の設置までの手続き 

 

 必要基数

の算定 

 適地の 

選定 

 用地の 

確保 

 工事発注 

作業 

 環境影響

評価縦覧・

意見徴収 

 設置工事  試運転 

本格稼働 

              

     要求水準等 

仕様の決定 

  都市計画 

決定 

    

              

         申請手続     

              

  ※災害廃棄物対策指針 平成 26 年 3 月のより抜粋 

 

 

２．５．８ 損壊家屋等の解体・撤去 

 

 県処理計画に基づき、損壊家屋等の数量を算出すれば、表２．５．８（１）のとおり

である。 

 

 表２．５．８（１） 建物棟数及び損壊家屋等（全壊・焼失）の数量 

被害想定 揺れ（棟） 液状化（棟） 土砂災害（棟） 火災（棟） 合計（棟） 

南海トラフ巨大地震 2,847 66 11 26 2,950 

 ※愛媛県地震被害想定調査報告書概要版(平成 25 年 12 月)第５編 建物被害より抜粋 
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 損壊家屋等の作業フロー及び廃棄物処理フロー等は、図２．５．８に示す通りである。

重機による作業があるため、設計、積算、現場管理等に土木・建築職を含めた人員の確

保を図る。 

 

 図２．５．８ 損壊家屋等の作業フロー及び廃棄物処理フロー 

            

自治体の立入調査 

（所有者等への連絡・ 

調査計画事前通知） 

敷地内所有者不明・倒壊危険家屋        

 専門家判断 

（土地家屋調査士） 

       

         

 敷地内家屋 倒壊危険家屋         証明書発行 

（所有者等へ）        一時保管  再資源化施設  

  所有者判断     動産.思い出の品 金属くず、木くず等  

               

    記録 

（作業前） 

 事前撤去  撤去・解体 

（分別・解体） 

 記録 

（作業終了後） 敷地外流出家屋・がれき状況    

          混合物・不燃物等  

  【凡例】             

    作業フロー     仮置場    

    処理フロー          

※災害廃棄物対策指針【技 1-15-1】損壊家屋等の解体・撤去と分別に当たっての留意事項より抜粋 

 

 

 「東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針」（平成２３年３

月２５日、被災者生活支援特別対策本部長及び環境大臣通知）により、損壊家屋に対す

る国の方針が示されている。 

 この指針の概要と損壊家屋等の解体・撤去と分別に当たっての留意点は、表２．５.

８（２）のとおりである。 

 

表２．５．８（２） 損壊家屋等の撤去に関する指針と解体・撤去と分別にあたっての留意点 

項目 留   意   点 

損壊家屋等の

撤去等に関す

る指針の概要 

 倒壊してがれき状態になっている建物及び元の敷地外に流出した建物については、鬼北

町が所有者など利害関係者の連絡承諾を得て、又は連絡が取れず承諾がなくても撤去

することができる。 

 一定の原型を留め敷地内に残った建物については、所有者や利害関係者の意向を確認

するのが基本であるが、関係者へ連絡が取れず倒壊等の危険がある場合には、土地家

屋調査士の判断を求め、建物の価値がないと認められたものは、解体・撤去できる。そ

の場合には、現状を写真等で記録する。 
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 建物内の貴金属やその他の有価物等の動産及び位牌、アルバム等の個人にとって価値

があると認められるものは、一時又は別途保管し所有者等に引き渡す機会を提供する。

所有者が明らかでない動産については、遺失物法により処理する。また、上記以外のも

のについては、撤去・廃棄できる。 

解体・撤去と分

別に当たって

の留意点 

 可能な限り所有者等へ連絡を行い、調査計画を事前に周知した上で被災物件の立ち入

り調査を行う。 

 一定の原型を留めた建物及び倒壊の危険があるものは土地家屋調査士を派遣し、建物

の価値について判断を仰ぐ。 

 撤去・解体の作業開始前及び作業終了後に、動産、思い出の品等を含めて、撤去前後

の写真等の記録を作成する。 

 撤去及び解体作業においては、安全確保に留意し、適宜散水を行うとともに、適切な保

護具を着用して作業を実施する。 

 廃棄物を仮置場へ撤去する場合は、木くず、がれき類、金属くず等の分別に努め、できる

だけ焼却及び埋立の処分量の軽減化に努める。 

 

 

【損壊家屋の公費解体】 

● 損壊家屋の解体は、本来、私有財産の処分であり、原則として、所有者の責任によ

って行うべきである。ただし、国が特例措置として、市町村が損壊家屋等の解体を実

施する分を補助金対象とする場合がある。（公費解体：災害の規模によって補助金対

象の適否が異なるため、災害発生後の環境省の通知を確認すること。） 

● 公費解体の必要性については鬼北町が判断するが、当該家屋等の解体が生活環境の

保全上必要であると判断した根拠資料（罹災証明書等）を整理しておく。 

● 公費解体を実施するにあたり、固定資産台帳等が必須となるため、関係課と情報共

有等連携が必要である。 

● 発災直後の危険家屋等の解体撤去業者は、建築工事業、土木工事業又は解体工事業

の許可を持っていることが必要であり、当該業者を事前に掌握し災害協定等を締結し

ておく必要がある。 

● 公費解体を実施するための実施要綱の制定が必要である。 

  ※平成 30 年 7 月豪雨に伴う公費解体において制定した「鬼北町被災家屋等解体・

撤去及び処分支援事業実施要綱」並びに「鬼北町被災家屋等解体・撤去及び処分費補

助金交付要綱」を参照。 
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２．５．９ 分別・処理・再資源化 

 

 災害廃棄物の処理は、早期の復旧・復興のために、できるだけ早く完了する必要があ

る。 

リサイクル・スピード・経費節減のためには、適切な分別が必要であり、分別の徹底

が求められる。適切な分別を実施するためには、仮置場への個別搬入が有効である。 

 災害廃棄物等の種類ごとの分別・処理方法・再資源化量及び方法例は、表２．５．９

である。 

 

表２．５．９ 分別・処理・再資源化量及び方法例 
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２．５．10 最終処分 

 現在本町は、宇和島地区広域事務組合（１市３町：宇和島市・愛南町・松野町・鬼北

町）において広域処理を行っている。 

災害廃棄物処理についても宇和島地区広域事務組合での処理が想定されるため、処理

体制の構築や最終処分に関する共通のルール化を協議しておく必要がある。 

  

 災害廃棄物の最終処分量は、表２．５．10（１）のとおりである。 

 東日本大震災においては、埋め立てる災害廃棄物量を大幅に減らすことができた例も

あることから鬼北町処理計画における最終処分量についても、資源を有効利用する３Ｒ

の観点から、発生量に対して数パーセントまで削減できる処理フローの選択を目標とす

る。 

 

表２．５．10（１） 最終処分量  （単位：ｔ） 

想定被害 ばいじん 不燃物 計 

南海トラフ 

巨大地震 
7,740 15,589 23.329 

 

 既存最終処分場の受け入れ可能量については、以下のとおり設定する。ここで、既存

最終処分場の残余容量は、計画時点の残余容量から１０年間必要となる一般廃棄物の推

定埋立容量（１０年後残余容量）を差し引いた容量とする。 

 

 表２．５．10（２）に既存最終処分場の受入可能量算出結果を示す。受け入れ可能量

がマイナスになった場合は、既存最終処分場において、受け入れが困難となるため、県

と調整の上、広域的処分等を行う。 

 

表２．５．10（２） 既存最終処分場の受入可能量                  （単位：㎥） 

想定被害 計画時点の残余容量 １０年後残余容量① 災害廃棄物最終処分場② 受け入れ可能容量①－② 

南海トラフ 

巨大地震 

0 ㎥ 

鬼北町独自の最終処分場 
- 23,329 △23,329 

※現時点で受入れが困難なため、広域的処分が必要である。 

※換算係数は、産業廃棄物管理票に関する報告書及び電子マニフェストの普及について（環境省通知）の

別添２表の換算係数を採用し１（ｔ/立米）として計算。 
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２．５．11 広域的処理・処分 

 

 円滑で効率的な災害廃棄物の処理のため、災害廃棄物の広域的処理・処分に関する手

続き方法や契約書の様式等を被災側・支援側の両方について準備する。また、民間事業

者が広域的処理・処分の受け入れに協力する際の手続き方法や契約書の様式等も検討・

準備する。 

 

 広域的な処理・処分を行う場合には、愛媛県にその調整を依頼する。 

 

広域処理費用に係る支援 

◎ 被災自治体に対する支援 

 広域処理は、被災地側の災害廃棄物等処理事業として実施されるため、その費用な被災自治体が負担

（被災自治体に対する国庫補助等により実質的には国が負担） 

 処理に必要な放射濃度測定経費等も補助対象 

 

◎ 受入側自治体に対する支援 

 ○ 地域住民の方々の安全確保対策に要する費用 

 地域住民の方々の理解を得るために必要な放射能測定費用 

（処理施設周辺の空間線量率測定等を含む） 

 住民説明に要する経費（説明会、広報、被災地視察等） 

 受入検討段階における試験焼却に要する費用 

 

 ○ 災害廃棄物の処理費用 

    通常処理費用に加えて、既存施設の減価償却費相当額や被災自治体への職員派遣に要する旅費も対象 

 

 ○ 施設整備に要する費用 

 現在建設中（設計中のものも含む）の施設であって、災害廃棄物を受け入れることが可能な施設又は災

害廃棄物を受け入れる既存の施設と同等のものとして整備している施設 

 広域処理の受け入れに使用した最終処分場の容量に相当する将来の最終処分場の整備 

 災害廃棄物の処理により生じた施設の修繕 

 

 ○ その他、自治体の要望に応じ、国が災害廃棄物の放射能測定を実施するほか、特に広域的に不可欠な経

費については、国が支援する 

 

 

※環境省ＨＰ「災害廃棄物の広域処理」平成２６年３月２６日より抜粋 
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２．５．12 有害物・危険物・処理困難物等の対策 

 

 地震や水害等により流出した場合、適切な収集・処理が行われずに放置されると、環

境・健康への長期的影響や災害復興に支障をきたすものが多い。 

 

 有害性・危険性がある廃棄物のうち、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）に該

当するものは、事業者の責任において処理することを原則とし、一般廃棄物に該当する

ものは、排出に関する優先順位や適切な処理方法等について住民に広報する。 

 有害性・危険性がある廃棄物は、業者引取ルートの整備等の対策を講じ、関連業者へ

協力要請を行い、適正処理を推進する。 

 

 有害・危険物処理フローは、図２．５．12 のとおりである。また、対象とする有害・

危険製品の収集・処理方法を表２．５．12 に示す。 

 

図２．５．12 有害・危険物処理フロー 

    ＳＴＥＰ１           

 有害 

危険物 

 
判断 

収集ルートあり   
指定取引先 

   

          

                

  収集ルートなし       
受入先 

販売店・メーカー 

           廃棄物処理業者 

   ＳＴＥＰ２           自治体等 

    
仮置場 

  
指定取引先 

    

          

       （復旧後又は他の地域）    

                

 ※災害廃棄物対策指針【技 1-20-15】個別有害・危険製品の処理 環境省平成 26 年 3 月より抜粋 
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表２．５．12 対象とする有害・危険製品の収集・処理方法 

区分 項目 収集方法 処理方法 

有
害
性
物
質
を
含
む
も
の 

廃農薬、殺虫剤、 

その他薬品（家庭薬品） 
販売店、メーカーに回収依頼/廃棄物処理業者

に回収・処理依頼 

中和、焼却 

塗料、ペンキ 焼却 

廃
電
池
類 

密閉型ニッケル・カドミウ

ム蓄電池（ニカド電池）、

水素電池、リチウムイオ

ン電池、ボタン電池 

町指定回収ボックスへ 
選別 

リサイクル 

カーバッテリー 
リサイクルを実施しているカー用品店・ガソリン

スタンドへ 

選別 

リサイクル 

廃蛍光灯 町指定回収場所へ 
選別 

リサイクル 

危
険
性
が
あ
る
も
の 

灯油、ガソリン、エンジンオイル 購入店、ガソリンスタンドへ 
焼却 

リサイクル 

有機溶剤（シンナー等） 
販売店、メーカーに回収依頼/廃棄物処理業者

に回収・処理依頼 
焼却 

ガスボンベ 引取販売店への返却依頼 
再利用 

リサイクル 

カセットボンベ、スプレー缶 
使い切ってから排出する場合は、穴をあけてビ

ン・缶類として排出、又は町指定回収場所へ 
破砕 

消火器 購入店、メーカー、廃棄物処理業者に依頼 
破砕、選別 

リサイクル 

感染性廃棄物 

（家庭） 

使用済み注射器針 

使い捨て注射器等 
医療廃棄物処理業者に依頼 

焼却・溶融、 

埋立 

※ 以下の品目については、該当する技術資料等を参照 

 アスベスト：【技１-20-14】石綿の処理 

 ＰＣＢ含有廃棄物電気機器：ＰＣＢ含有廃棄物について（第一報：改訂版）（国立環境研究所） 

 フロンガス封入機器（冷蔵庫、空調機等）：【技１-20-6】家電リサイクル法対象製品の処理 
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参照 有害・危険製品注意事項 

種類 注意事項 

農薬 

 容器移し替え、中身の取り出しをせず、許可ある産業廃棄物業者以外には廃棄しない。 

 毒物又は劇物の場合は、毒物及び劇物取締法により、保管・運搬を含め事業者登録が

必要となり、廃棄方法も品目ごとに定められている。 

 指定品目※1 を一定以上含むものや、強酸・強アルカリに類するものは特別管理産業廃

棄物に区分されることがある 

※1 シマジン、チウラム、チオベンカーブ（チオベンカルブ）、 

有機リン化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン、ＥＰＮに限る） 

Ｄ-Ｄ（１，３－ジクロロプロペン） 

塗料 

ペンキ 

 産業廃棄物の場合は、許可のある産業廃棄物処理業者に処理を委託する。 

 一般廃棄物の場合は、少量なので中身を新聞等に取り出し固化させてから可燃ごみとし

て処理し、容器は金属ごみ又はプラスチックごみとして処理する。 

 エアゾール容器は、穴を開けずに中身を抜いてから容器を金属ごみ又はプラスチックご

みとして処理する。 

廃電池類 

 仮置場で分別保管し、平常時の回収ルートにのせる。 

 水銀を含むボタン電池等は、容器を指定して保管し回収ルートが確立するまで保管す

る。 

 リチウム電池は発火のおそれがあるので取扱いに注意を要する。 

廃蛍光灯 
 仮置場で分別保管し、平常時の回収ルートにのせる。 

 破損しないようドラム缶等で保管する。 

高圧ガス 

ボンベ 

 流出ボンベは不用意に扱わず、関係団体に連絡する。 

 所有者が分かる場合は所有者に返還し、不明の場合は仮置場で一時保管する。 

カセットボンベ 

スプレー缶 

 内部にガスが残存しているものは、メーカーの注意書きに従う安全な場所及び方法でガ

ス抜き作業を行う。 

 完全にガスを出し切ったものは金属くずとしてリサイクルに回す。 

消火器  仮置場で分別保管し、日本消火器工業会のリサイクルシステムに準じ処理する。 

 

  



35 

 

【アスベスト（石綿）への留意事項】 

 解体・撤去前にアスベストの事前調査を行った地震等により被災した建物等のうち、

飛散性アスベスト（廃石綿等）又は非飛散性アスベスト（石綿含有廃棄物）が発見

された場合は、災害廃棄物にアスベストが混入しないよう適切に除去を行い、「アス

ベスト廃棄物」(廃石綿等又は石綿含有廃棄物)として適正に処分する。 

 廃石綿等は原則として仮置場に持ち込まない。 

 解体・撤去前及び仮置場における破砕処理現場周辺作業では、アスベスト暴露防止

のため適切なマスクを着用し、散水等を適宜行う。 

 

 

【粉じんへの留意事項】 

 災害廃棄物（家屋ごみや災害ごみ）の撤去・処理活動における粉じん暴露量を低減・

防止するために、撤去や処理等に従事する担当者や関係者、労働者、ボランティアは適

切な防じんマスクを着用する必要がある。 

 

 

【適正処理困難廃棄物】 

①  家電等 

 家電リサイクル対象製品については、嵩が大きく、複合素材からなるため、適正

処理が困難である。緊急性がなければ、あるいは保管可能であれば、可能な限り

既存の家電リサイクル法のルールにのせることが望ましい。 

 時間経過後、メーカー等から方針が示されることもあるので、保管場所に余裕が

あるならば、処理を急がないことが重要である。 

 冷蔵庫・冷凍庫は、保管していた食品が腐敗し、処理困難となるため、食品を取

り出した上で、仮置場に持ち込むことを周知徹底する。 

 リサイクル券の記入のためメーカー名等が判明しやすいよう仮置きする。 

 

①－２ その他家電製品（ＰＣを含む） 

 家電リサイクル法対象製品以外の家電製品についても、可能な範囲で分別し、仮

置場にて保管する。既存リサイクルルートに回せる可能性があるものとして、Ｐ

Ｃ及び携帯電話、小型家電等がある。 

 「思い出の品」として配慮が必要なものとして、ＰＣ、携帯電話、デジカメ、ビ

デオ、ＨＤＤ等がある。 

 ＰＣ処理の際、「ＰＣリサイクルマーク」有無の判定を行い、処理台数中のＰＣリ

サイクルマークのあるＰＣ台数を確認する（ＰＣリサイクルマークあり：廃棄料

支払い済み） 
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② 太陽光発電設備 

 太陽光発電設備の太陽電池モジュールは大部分がガラスで構成され、モジュールが破

損していても光が当たれば発電する。そのため、取扱いには注意し安全性に配慮する必

要がある。 

 積み込みや運搬時等は、発電を停止させるため、荷台における太陽モジュール表面を下にするか、

表面を遮光シート（段ボール・ブルーシート等）で覆う。 

 複数の太陽電池モジュールがケーブルで繋がっている場合、ケーブルのコネクタを抜きビニール

テープを巻く。 

 降雨・降雪時には作業を行わない。 

 感電等の危険性があることや重金属が含まれていること等から、可能な限り分別保管する。 

 感電や怪我の防止の観点から、みだりに人が触れるのを防ぐための囲いを設け、貼り紙等で注意

を促す。 

 

③ 自動車  

 被災自動車の処分には、原則として所有者の意思確認が必要である。 

 被災自動車に係る主な業務は、自動車リサイクル法に則るために、被災自動車を撤

去・移動し、所有者もしくは引取業者（自動車販売業者・解体業者）へ引き渡すまでの

仮置場の保管である。 
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２．５．13 水害による災害廃棄物 

 

【発災直後】 

 災害発生後、被災地域での壊れた家屋等の災害廃棄物の撤去・搬出が始まった各種災

害廃棄物についての原則を以下に示す。 

 平時の当該自治体の分別による分類を基本としつつ、畳、布団はそれぞれ分別 

 土嚢袋に入れた土砂・生木類を分別 

 衛生面から生ごみ及び紙おむつ等の仮置場への持ち込み禁止（通常のごみ回収で対応） 

 

 

【廃棄物の取扱い】 

① 自動車等 

 水につかったハイブリット車や電気自動車、太陽光パネル等は感電の危険性があるた

め、所有者であっても近づかないよう指導するとともに、車両解体業者等、専門知識を

持った業者と連携して移動すること。 

 

② 畳 

 水につかった畳を分別した後、一カ所に集積した場合、内部のい草が発酵し火災が発

生するおそれがあるため、分別収集する際は一カ所で大きな山のような集積とならない

よう注意する。また、悪臭の原因となるため、早めに業者に処理を委託することが望ま

しい。 

 

③ 土砂・泥 

 仮置場に搬入した、災害廃棄物に混入している泥は乾燥後飛散するため、粉じんが周

辺住民等からの苦情になりやすいため、住民が排出する場合は土嚢に詰めて排出するよ

うお願いする。また、保管にはフレコンバックへの詰め替えやブルーシートをかける等

の対策が望ましい。 

 

④ 布団、衣類 

 長期間水に浸かると重くなるので、可燃物と混合して保管しないことが望ましい。ま

た、水分を含んだ布団や衣類は破砕が難しく、燃えにくい。さらに乾燥しても脆く・ち

ぎれやすくなるため、人手・重機での処理が難しくなる。災害廃棄物として排出される

場合はあらかじめ干しておく等の取り組みをお願いする。 
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【害虫及び悪臭対策】 

 水害により発生した災害廃棄物の中には、食品系廃棄物や農林・畜産廃棄物など、腐

敗しやすく、悪臭・汚水を発生する可能性がある性状の廃棄物もある。被災地における

公衆衛生の悪化を防止するとともに生活環境を保全するために、災害廃棄物に起因する

害虫及び悪臭への対策を行う。 

 

 災害廃棄物に起因する害虫や悪臭による日常生活圏への影響を低減する方法を、以下

に示す。 

① 腐敗する可能性のある災害廃棄物（食品系廃棄物、農林・畜産系廃棄物、廃畳、

衣類、布団、草木類など）を分別して、適切に管理し、腐敗を極力防止する取

組を行う。 

② 速やかに中間処理を行う。 

③ 腐敗する可能性が高い災害廃棄物の仮置場を日常生活圏への影響が少ない位置

とする。 

 

 ● このような対応を直ちに行うことが困難な場合の応急な対策 

  ① 当該災害廃棄物に消石灰を散布する。 

②  消臭剤・殺虫剤を噴霧する。 
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２．５．14 想い出の品 

 

 建物の解体など災害廃棄物を撤去する場合は、思い出の品や貴重品を取り扱う必要が

あることを前提として、取扱いルールをあらかじめ定める。基本的事項は、以下のと

おりである。 

 

 ● 所有者が不明な貴重品（株券、金券、商品券、古銭、貴金属等）は、速やかに警

察に届ける。 

 ● 所有者等の個人にとって価値があると認められるもの（思い出の品）については、

廃棄に回さず、町等で保管し、可能な限り所有者に引渡す。なお個人情報も含まれ

るため、保管・管理には十分に配慮する。 

 

   表２．５．14  思い出の品の取り扱い 

回収対象物 

位牌、アルバム、卒業写真、賞状、成績表、写真、財布、通帳、手帳、印鑑、貴

金属類、ＰＣ、ＨＤＤ、携帯電話、ビデオ、デジカメ等 

● 個人情報も含まれるため、保管・管理には配慮が必要 

● 保存されていたデータ等については、所有者立会いのもとでなければ、確認

は行わないこととする。 

持主の確認方法 公共施設で保管・閲覧し、申告により確認する。 

回収方法 

災害廃棄物の撤去現場や建物の解体現場で発見された場合はその都度、回収

住民やボランティアの持込みによって回収 

撤去・解体作業員による回収の他、現場や人員の状況により思い出の品を回収

するチームを作り回収 

保管方法 土や泥がついている場合は、洗浄、乾燥し、自治体等で保管・管理 

運営方法 地元雇用のボランティアの協力等 

管理方法 

思い出の品は膨大な量となることが想定され、また、限られた期間の中で所有

者へ返却を行うため、発見場所や品目等の情報がわかる管理リストを作成し管

理 

返却方法 

面会引き渡しを基本とする。 

閲覧や引き渡しの機会を作り、持ち主に戻す。 

本人確認ができる場合は郵送による引き渡しも可 
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 ○ 回収から引渡しまでの取り扱い方法（取扱いフロー） 

 

            

 

① 

思
い
出
の
品
・
貴
重
品
の
回
収 

貴重品 

⇒ 

警 

察 

       

 
          

 

思い出の品 

⇒ 

洗 

浄 

⇒ 

② 
リ
ス
ト
化 

 
⇒ 

③ 

閲
覧
・
引
渡
し 

⇒ 

所
有
者 

 

 

          

 

 

  ① 回収について 

 撤去・解体作業員による回収の他、可能な場合は現場や人員の状況により思い出の品等を回

収するチームを作り回収する。 

 思い出の品等に土や泥がついている場合は、洗浄・乾燥し、自治体等で保管・管理する。 

 貴重品については、回収後速やかに遺失物法に則り警察へ届ける。 

 

  ② リスト化について 

 思い出等は膨大な量となることが想定され、また、限られた期間の中で所有者へ返却を行う

ため、発見場所や品目等の情報がわかる管理リストを作成し管理する。 

 

  ③ 閲覧・引渡しについて 

 思い出の品等を展示し、閲覧・引渡しの機会を設ける。基本的に面会による引き渡しとする

が、本人確認ができる場合は郵送引渡しも可とする。 

 ボランティアの協力を得ることも検討する。 
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２．５．15 許認可の取扱い 

 

 関係法令の目的を踏まえ、必要な手続きを精査し、担当部署と手続等を調整しておく。 

 

○ 廃掃法の一部改正による特例措置 

 東日本大震災を始めとする近年の災害の教訓として、災害により生じた廃棄物

を円滑・迅速に処理していくためには、関係者が連携・協力した上で、平時から

災害に備える必要があること。また、災害が発生した後に柔軟な対応を確保する

ため、特例的な措置が必要であること等があきらかとなった。 

 国（環境省）は、仮設処理施設の迅速な設置及び既存処理施設の柔軟な活用を

図るため、以下の特例措置を講じている。 

【廃掃法の一部改正による特例措置】 

 市町村及び市町村から災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者が設置する一般廃

棄物処理施設の設置の手続きを簡素化する。 

 産業廃棄物処理施設において同様の性状の一般廃棄物を処理するとときの届出は事後でよ

いこととする。 

 

○ 移動式がれき類等破砕施設の設置における許認可 

 移動式がれき類破砕施設を設置する際は、表２．５．１５（１）に示す生活環

境調査（廃掃法アセス）を実施する。原則として生活環境調査では、騒音及び振

動に関する現況把握は不要とされている。音源又は振動源データを用いた数値計

算により施設の稼働に伴い発生する騒音及び振動を予測し、影響の分析を行い、

生活環境影響調査書として整理し、設置許可（又は届出）が必要となる。 

 

     表２．５．１５（１） 移動式がれき類破砕施設に関する生活影響調査項目 

調査項目 生活環境影響調査項目 施設の稼働 

大
気
環
境 

大気質 

粉じん △ 

二酸化窒素（ＮＯ2）  

浮遊粒子物質（ＳＰＭ）  

騒音 騒音レベル ○ 

振動 振動レベル ○ 

臭気 特定悪臭物質濃度または臭気指数（臭気濃度）  

水
環
境 

水質 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

又は化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

 

浮遊物質（ＳＳ）  

その他必要な項目  

     注） ○は調査を実施する項目、△は必要に応じ調査を実施する項目を示す。 

        粉じんは散水が行いにくい場合等に必要に応じて調査対象とする。   
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○ 焼却施設の設置における許認可 

 焼却施設（4.8ｔ/日（200 ㎏/ｈ）以上又は火格子面積が２㎡）を設置する際は

「廃棄物処理施設生活環境調査指針」に基づき、表２．５．１５（２）に示す生

活環境影響調査（廃掃法アセス）が必要となる。それぞれの生活環境影響要因（煙

突排ガスの排出等）について、現況把握、予測、影響の分析を行い、生活環境影

響調査書として整理し、設置許可が必要となる。 

 

 

     表２．５．１５（２） 焼却施設に関する生活環境影響要因と生活影響調査項目 

調査項目 生活環境影響要因 

 

 

生活環境影響調査項目 

煙突排 

ガスの 

排出 

施設排

水の 

排出 

施設の 

稼働 

施設か

らの悪

臭の 

漏洩 

廃棄物 

運搬 

車両の 

走行 

大
気
環
境 

大気質 

二酸化硫黄（ＳＯ2） ○     

二酸化窒素（ＮＯ2） ○    ○ 

浮遊粒子物質（ＳＰＭ） ○    ○ 

塩化水素（ＨＣＩ） ○     

ダイオキシン類 ○     

その他必要な項目 注） ○     

騒音 騒音レベル   ○  ○ 

振動 振動レベル   ○  ○ 

臭気 
特定悪臭物質濃度または 

臭気指数（臭気濃度） 
○   ○  

水
環
境 

水質 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

又は化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 
 ○    

浮遊物質（ＳＳ）  ○    

ダイオキシン類  ○    

その他必要な項目 注）  ○    

     注） その他必要な項目とは、処理される廃棄物の種類、性状及び立地条件等を考慮して、影

響が予測される項目である。 

        例えば、大気質については、煙突排ガスによる重金属類等があげられ、また、水質につ

いては、全窒素（T-N）、全リン（T-P）（T-N、T-P を含む排水を、それらの排水基準が適

用される水域に放流する場合）等があげられる。 

    ※「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18 年 9 月）」（環境省大臣官房廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ

対策部）P.2-1 より抜粋 
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２．５．16 町民等への啓発・広報 

 

 被災者に対する災害廃棄物の処理に関する広報について、町内の広報担当と調整し、

広報誌やマスコミ、避難所等への啓発・広報手法・内容等を確認しておくとともに、情

報の一元化を図る。 

 

 平常時においては、町民や事業者に対し以下の事項について、啓発・広報を行う。そ

のことが、発災後、災害廃棄物等の効率的な分別に役立ち、早期完了につながる。 

 以下の事項について町民の理解を得られるよう日頃からの啓発・広報等を継続的に実

施する。 

 

 仮置場への搬入に際しての分別方法 

 腐敗性廃棄物等の排出方法 

 便乗ごみの排出、混乱に乗じた不法投棄及び野外焼却等の不適切な処理の禁止 

 災害時に効果的な広報手法は何かを、町民と相互確認し、町民に迅速に周知できる協力体制を構築す

る。 

 災害廃棄物の分別の重要性や仮置場の必要性等についてＨＰ，広報誌、町内回覧、防災訓練等を利用

する。 

 災害時に廃棄物処理の負担を軽減するため、被災している不用品を処分して資源化することや、利用目

的のない空き家は解体処理することを勧める。 
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 発災後は、災害廃棄物の処理に当たって町民等へ伝達・発信すべき情報は、対応時期

によって異なる。 

 

 対応時期ごとの発信方法と発信内容 

対応時期 発信方法 発信内容 

災害初動時 

 庁舎、公民館等の公共機関、避難所、

掲示板への貼り出し 

 自治体ＨＰ 

 マスコミ報道（基本、災害対策本部を通

じた記者発表の内容） 

 有害・危険物の取扱い 

 生活ごみやし尿及び浄化槽汚

泥等の収集体制 

 問い合わせ先 等 

災害廃棄物の 

撤去・処理開始時 

 広報宣伝車 

 防災行政無線 

 避難所等での説明会 

 各戸配布 

 仮置場への搬入 

 被災自動車の確認 

 被災家屋の取り扱い 

 倒壊家屋の撤去等に関する具

体的な情報  

（対象物、場所、期間、手続き）等 

本格ライン確定 

～本格稼働時 

 災害初動時と災害廃棄物の撤去・処理

開始時に用いた発信方法 

 全体の処理フロー、処理、処

分先等の最新情報 等 

 

 対応時期ごとの留意事項 

対応時期 留意事項 

災害初動時 

 優先して伝達すべき情報（被害状況、余震、安否確認、避難所、救援物資の支

給）の周知を阻害しないよう配慮する。 

 情報過多により混乱を招かないように配慮する。 

 対応する職員ごとに提供する情報や用語に齟齬がないように努める。（Ｑ＆Ａ集

の作成、情報の一元化） 

災害廃棄物の 

撤去・処理開始時 

 具体的な取扱いが決定しない段階では、住民側に対し、当面の対処方法につ

いて明示する。 

 仮置場の位置、搬入時間、搬入車両制限等の具体的な情報の発信に努める。 

 被災現場での初期分別及び仮置場での分別・整理のため、誰にでもわかりやす

い分別手引きを作成する。（対策：写真やイラストを用いる等） 

本格ライン確定 

～本格稼働時 
 仮置場への搬入に関した通行禁止・不可ルートを明示する。 

全   般 
 情報発信時に発信元・問合せ先を明示する。 

 障がい者や高齢者に向けて、多種多様な情報提供手段を準備する。 
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３ 応急対応時 

 

３．１ 初動期（発災直後～数日間） 

 

３．１．１ 仮設トイレの設置 

 

 平常時に策定した仮設トイレは配置計画を基に、仮設トイレ（簡易トイレ、消臭剤、

脱臭剤等を含む）を確保し、設置するとともに、不足する場合は、災害支援協定に基

づいて、建設事業者団体やレンタル事業者団体等から協力を得て補充する。 

 

 

 

３．１．２ し尿の収集・運搬 

 

 災害支援協定に基づき、速やかに事業者団体等への収集運搬要請を図るものとする。

被災によりし尿処理施設への移送が困難な場合は、状況に応じて適正に保管、消毒、

仮設沈殿池による一次処理、非被災地域や稼働可能な受入施設への広域移送等を行う。 

 

 

 

３．１．３ ごみ処理施設の被害状況把握 

 

 災害廃棄物の迅速かつ円滑な処理を行う観点から、以下のごみ処理施設の被害状況

把握を行う。 

 一般廃棄物処理施設（焼却施設、リサイクル施設、最終処分場、し尿処理施設等） 

 産業廃棄物処理施設（焼却施設、リサイクル施設、最終処分場等） 

 

 

 

３．１．４ 自衛隊等との連携 

 

 災害対策本部と調整した上で、自衛隊・警察・消防と連携して災害廃棄物の撤去や

倒壊した建物の解体・撤去を行う。特に、初動期での作業時には、人命救助の要素も

含まれることに留意する。 
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３．１．５ 道路上の災害廃棄物の撤去 

 

 放置車両等により道路が遮断された場合は、本町が、自衛隊・警察・消防等に収集

運搬ルートを示し、道路上の災害廃棄物の撤去への協力要請をする。撤去の際には、

有害物質や危険物質が混在する可能性や釘やガラス等の散乱があるため、本町はその

旨を自衛隊・警察・消防等へ伝えるとともに、作業の安全確保に努める。 

 

 

 

３．１．６ 有害物・危険物・適正処理困難物等の把握 

 

 生活環境保全のため、有害物質の保管場所等についてＰＲＴＲ（化学物質排出移動

量届出制度）等に基づいて、あらかじめ作成した地図等を基に有害物・危険物の種類

と量及び拡散状況を把握する。 

 

 

 

３．１．７ 相談窓口の設置 

 

 被災者相談窓口を速やかに開設するとともに、平常時に検討した方法に従い相談情

報を管理する。 

 災害時においては、被災者から様々な相談・問合せが寄せられることが想定される

ため、被災者相談窓口を開設し相談情報の受付・管理を行う。 

 特に、被災者からは自動車などの所有物や思い出の品・貴重品に関する問い合わせ

や、発災直後であっても建物解体・撤去や基礎撤去の要望等が寄せられることが考え

られる。また、有害物質（アスベスト含有建材の使用有無等）の情報や生活環境への

要望等が寄せられることも想定される。 
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３．１．８ 町民への啓発・広報 

 

  災害廃棄物の処理を適正かつ円滑に進めるためには、町民の理解が重要である。特

に仮置場の設置・運営、災害ごみの分別徹底、便乗ごみの排出防止等においては、周

知すべき情報をわかりやすく提供する。 

 

 被災者に対して、広報誌や新聞、インターネット及び避難所等への掲示などで、以

下の災害廃棄物に係る必要な啓発・広報を行う。 

 

① 災害廃棄物の収集方法(戸別収集の有無、排出場所、分別方法、家庭用ガスボン

ベ等の危険物、フロン類含有廃棄物の排出方法等) 

② 収集時期及び収集期間 

③ 町民が持ち込みできる集積場(場所によって集積するものが異なる場合はその種

類を記載) 

④ 仮置場の場所及び設置状況 

⑤ ボランティア支援依頼窓口 

⑥ 町への問合せ窓口 

⑦ 便乗ごみ排出、不法投棄、野外焼却等の禁止 
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３．２ 応急対応（数日後～３か月程度） 

 

３．２．１ 災害廃棄物発生量・処理可能量の推計 

 

 発災時における実行計画の作成、処理体制の整備のため、まず、実際の被害状況を踏

まえた災害廃棄物の発生量・処理可能量を推計する。 

 災害廃棄物発生量は、建物の被害棟数等を把握することにより推計する。（表３．２．

１参照） 

 

表３．２．１ 災害廃棄物発生量の推計 

種類 被害数 災害廃棄物発生量 

災害廃棄物 
全壊（棟） ２，９５０ 全壊（ｔ） ３４５，１５０ 

半壊（棟） ３，９３１ 半壊（ｔ） ９０，４１３ 

  合計（ｔ）    ４３５，５６３ 

 ※被害数の数値は、「愛媛県地震被害想定調査報告書」P67～71 より抜粋 

 ※災害廃棄物発生量の数値は「愛媛県災害廃棄物処理計画」Ｐ27 災害廃棄物発生量の推計方法の発

生原単位（全壊：117 ﾄﾝ／棟、半壊 23 ﾄﾝ／棟）により算出 

 処理可能量は、一般廃棄物処理施設等の被害状況等を踏まえ推計する。 

 処理しなければならない量（処理見込量）は、建物所有者の解体意思などにより異な

る。処理を進めていく上で選別・破砕や焼却の各工程における処理見込量を把握する必

要がある。 

 

 

 

３．２．２ 収集運搬体制の確保 

 

 収集運搬体制の整備に当たっては、平常時に検討した内容を参考とする。 

 災害廃棄物に釘やガラスなどが混入している場合があるため、防護服・安全靴・ゴー

グルなど必要な防具を装着する。 

 火災焼失した災害廃棄物は、有害物質の流出などの可能性があることから、他の廃棄

物と混合せずに収集運搬を行う。 

 廃棄物処理に当たっては、季節によって留意する事項が異なるため、台風や積雪等に

よる収集運搬への影響を考慮する。 
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３．２．３ 仮置場の確保 

 

 被害状況を反映した発生量を基に必要面積の見直しを行う。 

 

表３．２．３（１） 仮置場の必要面積の見直し 

仮置場 
災害廃棄物発生量（万ｔ） 仮置場必要面積（㎡） 

可燃物 不燃物 計 可燃物 不燃物 計 

一次仮置場 ８ ３５ ４３ ６７，０００ ８１，０００ １４８，０００ 

二次仮置場 ９ ２０ ２９ ７１，０００ ４１，０００ １１２，０００ 

※一次仮置場：愛媛県災害処理計画（平成 28 年 4 月）資-9・表 5.2、資-50・表 9.2 より抜粋 

※二次仮置場：     〃            資-45･表 8.12 の数値を基に算出 

 

 

仮置場の確保に当たっては、平常時に選定している仮置場を候補地とするが、災害時

には町民の理解を含め、落橋、がけ崩れ、水没等により仮置場候補地へ搬入できないな

ど、被害状況を踏まえて、必要に応じ候補地を見直す。なお、仮置場必要面積に対し、

現在の候補地面積が不足することから、仮置場の必要面積を少なくするよう仮置場から

の廃棄物の搬出を速やかに実施し「搬入しながら搬出する」ことが出来るよう取り組む。 

 

表３．２．３（２） 仮置場候補地の見直し 

仮置場候補地 所在地 敷地面積(㎡) 仮置可能量（㎥） 備考 

近永アルコール工場跡地 近永 1418-1 ２４，１２３．０４ １４，４００ 近永地区 

広見中学校グラウンド 永野市 1200 ２６，２４９．００ １５，７００ 近永地区 

広見中学校駐車場 永野市 1200  ２，６７７．００ １，６００ 近永地区 

好藤小学校グラウンド 内深田 805-1  ６，１３１．００ ３，６００ 好藤地区 

愛治小学校グラウンド 清水 351  ５，２７０．００ ３，１００ 愛治地区 

三島小学校グラウンド 延川 43  ７，４５５．００ ４，４００ 三島地区 

泉小学校グラウンド 岩谷 233-1  ５，８７０．００ ３，５００ 泉地区 

小倉コミュニティーセンター 小倉 865-1  ４，０００．００ ２，４００ 泉地区 

日吉中学校グラウンド 下鍵山 816  ５，０００．００ ３，０００ 日吉地区 

清水最終処分場 清水 1319    ９，１８０．００ ５，５００ 日吉地区 

計  ９５，９５５．０４ ５７，２００  

※仮置場候補地は、鬼北町地域防災計画資料編Ｐ５８ 3-8-1 障害物の保管場所より抜粋 

※仮置可能面積は場内移動及び作業スペースを考慮し敷地面積の概ね６０％程度とする。 
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表３．２．３（３） 仮置場候補地見直し位置図 
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３．２．４ 倒壊の危険のある建物の撤去 

 

 建物の優先的な解体・撤去については、所有者に意思、現地調査による危険度判定や

効率的な重機の移動等を踏まえ、解体・撤去及びその優先順位を決定する。所有者の解

体意思を確認するため、解体申請窓口を設置するとともに、被災者へ申請方法の周知を

行う。解体・撤去に当たっては、建物所有者の立会のもと、解体範囲等の確認、作業完

了後の現地確認を行う。 

 なお、家屋等の解体・撤去作業時に当たっては、分別を配慮するとともに、建物内や

その周辺における有害物質や危険物の存在に留意した対策を講じる。 

 

 

 

３．２．５ 有害物・危険物・適正処理困難物の撤去 

  

 有害物、危険物は飛散や事故防止のため回収を優先的に行い、保管又は早期の処分を

行う。適切処理困難物は、排出事業者へ引き渡すなど適切な処理を行う。 

 

 

 

３．２．６ 一般廃棄物処理施設の補修及び稼働 

 

 一般廃棄物処理施設について、被害内容を確認するとともに、安全性の確認を行う。 

安全性の確認に当たっては、平常時に作成した点検手引きに基づき行い、点検の結果、

補修が必要な場合は、平常時に検討した補修体制を参考に必要資機材を確保し、補修を

行う。 

 

 

 

３．２．７ 避難所ごみ等生活ごみの処理 

 

 避難所ごみを含む生活ごみは、仮置場に搬入せず既存の施設での処理を行うことを原

則とするが、次の事項を勘案して、避難所ごみの計画的な収集運搬・処理を行う。 

 

① 避難所ごみの一時的な保管場所の確保（焼却等の処理前に保管が必要な場合） 

② 支援市町等からの応援を含めた収集運搬・処理体制の確保 
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３．２．８ 腐敗性廃棄物の優先処理 

 

 腐敗性のある水産廃棄物への対応（優先順位）は、表３．２．８のとおりとする。 

 

表３．２．８ 水産廃棄物への対応策 

最優先 ① 利用可能な焼却施設や最終処分場まで輸送して処分する。 

次善 ② 汚れたがれき類等：池などで洗浄する。 

緊急時 ③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

石灰(消石灰)を散布する。段ボールを下に敷いて水分を吸収させる。 

ドラム缶等に密閉する。 

粘土質の土地又は底部をビニールシートで覆った穴に処分（一時保管）する。 

市街地から離れた場所で野外焼却する。 

 

 

 

３．２．９ 仮設トイレの管理 

 

 仮設トイレの設置後、仮設トイレの衛生管理に必要な消毒剤、消臭剤等の確保・供給

するとともに、使用方法、維持管理方法等について衛生担当部署による継続的な指導・

啓発を行う。また、継続して支援市町やし尿処理事業者等からの応援を含めたし尿の収

集・処理体制を確保する。 
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４ 復旧・復興時 

 

４．１ 災害廃棄物処理 

 

４．１．１ 処理フローと処理スケジュール 

 

 災害廃棄物の処理の進捗や性状の変化などに応じ、災害応急対策時に作成した処理フ

ローの見直しを行う。 

 処理・処分先が決定次第、処理フローへ反映させる。また、災害廃棄物の処理見込量

の見直しが行われた場合には、適宜処理フローの見直しを行う。 

 処理の進捗状況に応じ、施設の復旧状況や稼働状況、処理見込量、動員可能な人員数、

資機材（重機や収集運搬車両、薬剤等）の確保状況等を踏まえ、広域的処理・処分や仮

設焼却施設の必要性が生じることも想定した上で、処理スケジュールの見直しを行う。 

 

 

 

４．１．２ 収集運搬の実施 

 

 道路の復旧状況や周辺の生活環境の状況、仮置場の位置を踏まえ、収集運搬方法の見

直しを行う。 
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４．１．３ 仮置場の管理・運営 

 

 効率的な受入・分別・処理ができるよう分別保管に努めるとともに、周辺住民への環

境影響に配慮した設置場所・レイアウト・搬入導線等を決定の上、仮置場を設置する。 

 

 なお、機械選別や焼却処理等を行う仮置場の配置計画に当たっては、以下の事項に注

意する。 

 木材・生木等が大量に発生する場合を想定した搬出又は減容化のための木質系

の破砕機や仮設焼却炉の設置 

 瓦礫類等の災害廃棄物が大量に発生する場合を想定したコンクリート系の破砕

機の設置 

 ＰＣＢ及びアスベスト、その他の有害・危険物の分別や管理 

 仮置場の災害廃棄物の種類や量が時間経過により変動することを考慮した設計 

 想定量以上に処理・保管量が増える可能性を考慮した設計 

 便乗ごみの排出及び不法投棄の防止、騒音・振動等の防止及び景観対策として

の周囲フェンスの設置 

 便乗ごみの排出及び不法投棄の防止策としての警備員の配置 

 

適切な仮置場の維持・管理を行うために、次の人員・機材を配置する。 

① 仮置場の管理者 

② 十分な作業人員・車両誘導員、夜間警備員 

③ 廃棄物の積上げ、積下しの重機 

④ 場内運搬用のトラック(必要に応じ) 

⑤ 場内作業用のショベルローダー、ブルドーザーなどの重機 

 

 また、トラックスケールを設置し、持ち込まれる災害廃棄物の収集個所、搬入者、搬

入量を記録する重量管理を検討するとともに、便乗ごみの投棄等による廃棄物の混入防

止を図る。 

 仮置場の返却に当たっては、土壌分析等を行うなど、土地の安全性を確認し、仮置場

の原状回復に努める。 
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４．１．４ 環境モニタリングの実施 

 

 労働災害や周辺環境への影響を防ぐために、建物の解体・撤去現場や仮置場において

環境モニタリングを実施する。 

 

 環境モニタリングを行う項目は、平常時の検討内容を参考にし、被害状況に応じて決

定する。災害廃棄物の処理の進捗に伴い、必要に応じて環境調査項目の追加等を行う。 

 

 メタンガス等の可燃性ガスのガス抜き管の設置等により仮置場における火災を未然

に防止するとともに、仮置場においては、温度監視、一定温度上昇後の可燃ガス濃度測

定を継続し、二次災害の発生を防止するための措置を継続して行う。 

 

 

 

４．１．５ 被災自動車 

 

 被災自動車の状況を確認し、所有者の引き取りの意思がある場合には所有者に、それ

以外の場合は引き取り業者へ引き渡す。 

 

図４．１．５ 被災自動車の処理フロー 

                  

 被災地    
所有者 

          

 （撤去・移動）              

                  

                  

 仮置場   自動車リサイクル法ルート 

 （保管）                

      
引取業者 ⇒ 

フロン 

回収業者 
⇒ 解体業者 ⇒ 破砕業者 

 

         →   →   →   

         フロン類  エアバッグ類 シュレッダーﾀﾞｽﾄ  

                  

       自動車製造業者・輸入業者 指定再資源化機関   

                  

                  

※災害廃棄物対策指針【技 1-20-8】廃自動車の処理（環境省、平成 26 年 3 月）より抜粋 
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４．１．６ 選別・破砕・焼却処理施設の設置 

 

 災害廃棄物の発生量・処理可能量を踏まえ、破砕・選別施設や仮設焼却施設等の必要

性及び必要能力や機種等を決定する。 

 

 仮設焼却施設を設置する場合、設置場所の決定後は、環境影響評価又は生活環境影響

調査、都市計画決定、工事発注作業、設置工事等を進める。 

 

 設置に当たっては、制度を熟知した上で手続きの簡易化に努め、工期の短縮を図る。 

 

 

 

４．１．７ 最終処分受入先の確保 

 

 再資源化や焼却ができない災害廃棄物を埋め立てるため、最終処分必要量の確保が重

要である。処分先が確保できない場合は、広域処理となるが、協定により利用できる最

終処分場が確保できている場合は、搬送開始に向けた手続きを行う。 

 

 最終処分場を確保できていない場合には、県と協議の上、経済的な手段・方法で災害

廃棄物を一時的に搬送できる保管場所を確保する。 
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４．１．８ 災害廃棄物処理実行計画 

 

環境省で作成する災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）を基本として、地域の実

情に配慮した基本方針を作成する。 

 

発災前に作成した処理計画を基に、災害廃棄物の発生量と廃棄物処理施設の被害状況

を把握した上で、実行計画を作成する。 

 

発災直後は災害廃棄物量等を十分に把握できていないこともあるが、災害廃棄物処理

の全体像を示すためにも実行計画を作成する必要があり、処理の進捗に応じて段階的に

見直しを行う。 

 

実行計画の具体的な項目例は、以下のとおりである。 

 

【災害廃棄物処理実行計画項目例】 

 １． 概要と方針 

  （１） 処理主体 

  （２） 処理期間 

  （３） 処理費用の財源 

 ２． 災害廃棄物推計 

  （１） 一般家屋から発生した災害廃棄物 

  （２） 事業所から発生した災害廃棄物 

  （３） 堆積物 

 ３． 災害廃棄物の組成 

  （１） 可燃物、不燃物の割合 

  （２） 有害廃棄物 

  （３） 処理困難物 

 ４． 災害廃棄物の組成 

 ５． 処理フロー 

 ６． 処理費用と財源 

 ７． 焼却処理施設 

  （１） 廃棄物処理施設の余剰能力の把握 

  （２） 町以外の廃棄物処理施設の余剰能力 

  （３） リサイクル方法 

  （４） 県外の廃棄物処理施設 

  （５） 仮設焼却炉の必要性 

  （６） 処理施設の選択 

 ８． 最終処分 
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  （１） 一般廃棄物処理施設の余剰能力の把握 

  （２） 産業廃棄物処理施設の余剰能力 

  （３） 埋立予想量 

  （４） リサイクル方法 

  （５） 県外の産業廃棄物処理施設の把握 

  （６） 処理施設の選択 

 ９． 分別方法 

  （１） 一次仮置場での分別 

  （２） 二次仮置場での分別 

  （３） 二次仮置場の配置 

 10． 処理の進め方 

  （１） プロポーザルと分別作業の発注 

  （２） 処理予定 
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４．２ その他注意事項 

 

４．２．１ 復興資材の活用 

 

 最終処分量を極力削減するために、コンクリートがら、混合廃棄物等を可能な限り復

興資材として活用することを基本とする。災害廃棄物と再生資材例は表４．２．１のと

おりである。 

 

表４．２．１ 災害廃棄物ごとの再生資材の例 

災害廃棄物 再生資材 

コンクリートがら 路盤材、骨材、埋戻し材等 

アスファルトがら 骨材、路盤材等 

解体大型木材（柱材・角材） パーティクルボード、木炭、その他リユース材、燃料等 

大型生木（倒木、流木） 製紙原料、木炭、その他リユース材、燃料等 

木くず 燃料等 

タイヤ チップ化(補助燃料)、セメント原料等 

金属くず 金属スクラップ 

廃家電（家電リサイクル法対象外） 金属、廃プラスチック 

※東日本大震災により発生した被災３県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録

より抜粋 

 

 

４．２．２ 土壌汚染対策 

 

 仮置場については、3,000 ㎡以上の土地の改変の場合、土壌汚染対策法に基づく届け

出を行う。また、仮置場としての使用では、土壌汚染のおそれがあるので、事前に土壌

調査を行う。 

 

 

 

４．２．３ 生活環境影響調査 

 災害廃棄物処理のために、仮設廃棄物処理施設を設置する場合は、「廃棄物処理施設

生活環境影響調査指針（平成 18 年９月４日、環廃対 060904002 号）」等に基づき、施

設が周辺地域の生活環境に及ぼす影響をあらかじめ調査し、その結果に基づき、地域ご

との生活環境に配慮したきめ細かな対策を講じるものとする。 
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４．２．４ 災害廃棄物処理事業費補助金 

 

 災害等廃棄物の処理に係る費用については、災害等廃棄物処理事業費補助金を活用す

る。 

 

 災害廃棄物の処理については、環境省が所管する「災害廃棄物処理事業国庫補助金」

が適用される。補助金申請及び補助金交付は、被災市町が国に申請して行われるため、

速やかに補助金申請手続きを行う必要がある。 

 

 当該補助金申請に係る根拠資料として、発災時の状況や発災直後の被災状況等の記録

写真を残しておくよう留意しておく必要がある。 

  

（１） 事業費の確保 

 事業費を確保するためには、災害廃棄物の発生量の推計、処理期間の設定、処理費用

の推計等を迅速に行う必要がある。 

 また、災害等廃棄物事業をはじめとした災害復旧事業では、発災後、緊急的に対応が

必要となることから、補助金の交付決定前の事前着工が認められている。そのため、事

後に写真等の資料、各種の契約関係書類等によって、被災の事実、災害廃棄物等の処理

状況等をとりまとめ報告することとなる。 

 このため、被害の概要及び程度、災害廃棄物等の発生状況を詳細に示す写真や記録等

を残すとともに、事業実施にあっては、事業実施状況や処理実績を示す資料を整理して

おく必要がある。表４．２．４参照 

 

表４．２．４ 災害報告書に添付する資料 

１. 災害時の気象データ（気象庁、愛媛県、鬼北町等の公的データ） 

２. 写真 

① 災害廃棄物等（がれき類、被災自動車、汚泥等）の発生状況を示す写真 

② 解体工事を実施する損壊家屋等の状況を示す写真 

③ 仮置場に状況を示す写真 

④ 重機等の導入状況を示す写真 

３. 地図 

① 気象観測地点 

② 上記写真の撮影地点 

③ 仮置場に設置状況（どの地域の災害廃棄物等を搬入しているか示すこと） 

④ 廃棄物処理施設 

⑤ 浸水地域、し尿汲み取り地域 等 

４. 災害廃棄物発生量に推計資料（鬼北町において作成した資料） 

５. 災害廃棄物処理事業のフロー図 
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６. 事業費算出内訳の根拠資料 

① 事業ごとの一覧表・集計表 

② 契約書の写し（契約済みの場合）、見積書または工事設計書（予定価格調書） 

③ 随意契約の場合、随意契約とした理由 

④ 単価根拠を確認できる資料（労務費単価表、建設物価、３者見積等） 

⑤ 員数の根拠を確認できる資料 

⑥ 諸経費等の算出方法（根拠及び計算経過）を確認できる資料 

⑦ 放射能測定費を計上する場合、放射能測定の必要性等調書 

 

※東日本大震災により発生した被災３県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録

より抜粋（P198） 

（２） 事務委託 

 県は、甚大な被害により被災市町から地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 

252 条の 14 の規定に基づく事務委託を受けた場合、市町に代わり災害廃棄物処理を行

うことができる。また、国は被災市町から災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

第 86 条の 5 第 9 項の規定に基づく要請があった場合、災害廃棄物の代行処理を行うこ

とができる。 

 

 【市町から県への事務委託内容】 

 倒壊家屋等の解体・撤去 

 一次仮置場までの収集運搬 

 一次仮置場における選別 

 一次仮置場からの収集運搬 

 二次仮置場における選別 

 二次仮行場からの収取運搬 

 処理実行計画の策定 

 処理処分 

  自動車 

  家電 

  ＰＣＢ等特別管理廃棄物 

  一般的な災害廃棄物 

  公物解体等災害廃棄物 
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４．２．５ 廃棄物処理法による再委託 

 

 廃棄物処理法では、町が一般廃棄物処理を委託した場合、受託者の再委託は禁止され

ているが、非常災害時には一定の要件を満たす者に再委託することが可能となっている

ことから、町内の一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者のみでの処理・処分

が困難な場合は、円滑かつ迅速な災害廃棄物処理のため、廃棄物処理法の非常災害時の

特例措置を活用する。 

 

 

 

４．２．６ 産業廃棄物処理事業者の活用 

 

 町内の産業廃棄物処理事業者が所有する中間処理施設、最終処分場などの種類ごとの

施設数・能力、並びに災害時に使用できる車種ごとの車両保有台数などの調査を行い平

常時に継続的に更新するとともに、協力・支援体制を構築する。 

 

 

 

４．２．７ 地元雇用 

 

 地元企業、団体等との協力体制の構築を図るとともに、処理業務における積極的な地

元雇用について推進する。 

 

 

 

 


